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企業物価指数（22年11月速報）
－上昇は続くが、前月比・前年比ともに伸びは減速－

図表1：企業物価指数の概要

出所：日本銀行「企業物価指数」

国内企業物価指数（2022年11月速報）は上昇が続くものの伸びは減速

日本銀行から公表された11月の企業物価指数は、国内企業物価指数が前月比＋0.6％（前年比＋9.3％）、輸出物価指数
は、契約通貨ベースで前月比－0.1％、円ベースで同－1.9％（前年比＋15.1％）、輸入物価指数は、契約通貨ベースで前月
比－2.5％、円ベースで同－5.1％（前年比＋28.2％）となった。前月比・前年比ともに、10月に引き続き、11月も変化が緩やか

となった。特に輸出物価指数、輸入物価指数は前月比でマイナスとなり、その度合いが拡大している。こうした変化には、円安
の一服や、原材料価格の低下が影響していよう。

国内企業物価指数につき前月比で大きく上昇した品目をみると、電力・都市ガス・水道（寄与度＋0.44％ポイント）、農林水
産物（同＋0.03％ポイント）、飲食料品（同＋0.03％ポイント）といった品目の伸びが大きい。逆に下落した品目では、木材・木
製品（同－0.01％ポイント）、化学製品（同－0.01％ポイント）の影響が大きくなっている。

（単位：％）

国内企業物価指数
輸出物価指数 輸入物価指数

円ベース 契約通貨ベース 円ベース 契約通貨ベース

前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比

2021年 1 0.5 -1.8 0.9 -1.5 1.0 0.9 3.3 -7.4 3.4 -4.2 
2 0.5 -0.9 1.2 -0.5 0.3 1.1 4.4 -3.4 3.3 -0.8 
3 1.0 1.0 2.7 4.8 0.9 2.8 3.8 5.2 1.7 4.1 
4 1.2 3.8 1.6 7.2 1.3 5.1 2.6 14.9 2.2 13.3 
5 0.6 5.0 1.2 10.1 1.1 7.3 2.3 24.9 2.1 22.7 
6 0.7 5.0 0.8 9.9 0.4 7.3 2.8 27.6 2.3 25.1 
7 1.1 5.6 0.6 10.4 0.8 7.7 2.2 27.3 2.1 24.2 
8 0.2 5.7 -0.3 9.6 0.0 7.1 2.2 28.7 2.4 25.5 
9 0.4 6.2 0.5 10.1 0.3 7.2 1.4 30.2 1.2 26.5 

10 1.6 8.2 2.5 13.0 0.7 7.9 4.2 36.5 2.2 29.4 
11 0.6 9.1 1.0 14.1 0.6 8.1 5.3 43.1 4.5 34.0 

12 0.0 8.6 -0.7 12.7 -0.4 7.1 -0.1 40.2 0.2 31.3 
2022年 1 0.9 9.1 0.8 12.6 0.2 6.3 -0.2 35.4 -0.8 25.9 

2 0.8 9.4 1.1 12.4 0.8 6.8 2.5 33.0 2.3 24.6 
3 1.0 9.4 2.9 12.6 1.1 7.1 3.5 32.6 1.3 24.1 
4 1.6 9.9 5.4 16.8 1.4 7.2 10.3 42.6 5.1 27.6 
5 0.1 9.4 1.4 17.0 0.3 6.3 3.9 44.9 2.2 27.7 
6 0.9 9.6 2.7 19.2 0.1 6.0 5.3 48.3 2.1 27.6 
7 0.8 9.3 1.0 19.6 -0.1 5.1 2.8 49.2 1.1 26.3 
8 0.4 9.6 -2.4 17.1 -1.3 3.6 -2.2 42.8 -1.1 22.0 
9 1.0 10.3 3.0 20.1 -0.4 3.0 5.5 48.7 0.9 21.6 

10 0.8 9.4 1.1 18.6 -0.5 1.8 -0.3 42.3 -2.2 16.4 

11 0.6 9.3 -1.9 15.1 -0.1 1.1 -5.1 28.2 -2.5 8.6 
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出所： 日本銀行「企業物価指数」から筆者作成。為替寄与は交易条件指数（円ベース）前年比と交易条件指数（契約通貨ベース）前年
比の差として計算している。原油輸入価格寄与は原油輸入価格（契約通貨ベース）前年比に原油の輸入品目全体に対するウエイ
トを乗じて計算した値。その他寄与は為替要因と輸出入物価要因の積として定義される寄与。

図表2：交易条件変化（前年比）と寄与度の推移

輸入物価の上昇がマイルドになることで、交易条件の悪化度合いもマイルドに

11月の輸出物価指数（円ベース）前年比は＋15.1％、うち為替レート変化分（円ベースと契約通貨ベースの差）が＋14.0％
であり、輸出先からみた契約通貨ベースの輸出物価指数（契約通貨ベース）前年比は＋1.1％とマイルドな伸びにとどまってい
る。図表1にあるとおり、契約通貨建てベースの輸出物価指数は7月以降、前月比下落を続けているが、これには円安が寄与
している。一方、11月の輸入物価指数（円ベース）前年比は＋28.2％、うち為替レート変化分が＋19.6％であり、円ベースの
輸入価格上昇の7割弱が円安により生じていることを示す。このように、円安は契約通貨建ての輸出価格を下げることで、輸

出企業の価格競争力上昇に寄与する一方、円建ての輸入価格を上昇させることで、生産に必要な部材や原材料を輸入に頼
る企業や家計に悪影響をもたらす。なお、9月に前年比＋48.7％であった輸入物価の伸びはエネルギー価格の下落や円安の
一服により、11月は同＋28.2％と緩やかな動きとなっていることは強調しておきたい。

図表2は交易条件（輸出物価指数÷輸入物価指数）の前年比を折れ線で、交易条件に影響する輸出物価指数、輸入物価指
数、さらに為替レートの影響を寄与度の形で示している。交易条件は2021年4月以降、前年比で悪化を続けており、2022年11
月は前年比10.2％の悪化となった。2022年11月の交易条件前年比10.2％悪化の内訳をみると、原油輸入価格上昇による寄
与が1.9％ポイント、その他輸入価格上昇による寄与が6.7％ポイント、円安による寄与が3.3％ポイントである。

ここでの円安の寄与とは、円安の進行による輸出物価と輸入物価双方の影響を加味したネットの影響である。図表2をみる
と、2021年10月以降、円安がネットベースで交易条件の悪化に寄与しており、その悪化度合いが2022年10月まで拡大したが、
11月には弱まっている。ただし、交易条件の悪化は引き続き続いており、政府・日銀は財政・金融政策を拡大させることで、交
易条件の悪化を食い止める必要がある。
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